




（最高裁平成 28 年３月 29 日判決、判例タイムズ 1427 号 67 頁、
金融法務事情 2054 号 54 頁、判例自治 410 号 46 頁）
富　田　　仁
【事実の概要】
亡 A は、平成 18 年６月 23 日、X １との間で亡 A を委託者兼受益者、X
１を受託者とする信託契約（以下、本件信託契約という）を締結した。本件
信託契約は、亡 A が所有する土地（以下、本件土地という）を X １に信託
譲渡し、X １が本件土地の管理または処分を行うことを目的とするという内
容であった。また、亡 A と X １との本件信託契約には、X １が亡 A に対し
て月額７万 4400 円の配当金を支払う旨の合意もなされていた。その後、同
月 29 日に本件土地につき、亡 A から X １に対して信託を原因とする所有権
移転登記および信託の登記がなされた。







を、平成 18 年度分から同 23 年度分を滞納していたため、処分行政庁である
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このため、X １および X ２（亡 A が第１審係属中死亡し、X ２が本件訴
































































成 18 年法律第 109 号）２条により、信託財産に属する財産についての対抗
要件に関する事項を除き、従前の例によることとなり、旧法が適用されるこ




1）　本件の評釈として、小賀野晶一＝福田智子「本件評釈」判例自治 28 号 29 頁、福
田智子「本件評釈」信託フォーラム７号 137 頁、青木哲「本件評釈」金融法務事情
2073 号 59 頁、片岡雅「本件評釈」金融法務事情 2075 号 36 頁、小峯庸平「本件評
釈」ジュリスト 1505 号 77 頁、宮崎綾望「本件評釈」ジュリスト 1505 号 216 頁、
阿部雪子「本件評釈」ジュリスト 1508 号 140 頁、橋本彩「本件評釈」民商法雑誌
153 巻３号 123 頁、がある。本件の紹介として、鈴木健之「本件紹介」金融法務事
情 2063 号 68 頁、がある。














































さて、本件は、受託者である X １が亡 A から信託を引き受け、信託登記
がなされた本件土地、および本件土地上にある X １の固有財産である本件
家屋等に係る固定資産税等の滞納により、信託財産である本件土地の賃料相


























れた。大正８年８月 16 日の法案の 13 条では、「信託財産ノ管理及処分並其ノ滅失、
毀損其ノ他ノ事由ニ因リテ受託者カ受ケタル財産ハ信託財産ニ属ス」とし、「受託
者ニ属ス」とされていた財産は、「信託財産ニ属ス」と変更された。大正８年 12 月



















（山田昭・信託立法過程の研究（1981 年）108 頁以下）。なお、旧法 16 条の立法過
程については、以下のような経緯を見ることができる（山田・信託法・信託業法


























































では旧法 14 条および同法 16 条の性質について述べ、４では公示の問題と分
別管理義務について若干の分析をし、最後に５でまとめとしたい。
２．まず、本件判断の前提となる固定資産税の納税義務者について触れて




















いのであれば、旧法 30 条（現行法 17 条、18 条）の問題となる。すなわち、
信託財産から生じる賃料相当額部分と受託者固有の財産から生じる賃料相当
額部分は、混和の問題として処理されることになろう（民法 245 条。預金債
権について、混和と認められ得る判例として、最判昭和 29 年 11 月 16 日裁







































































研究（1927 年）119 頁以下）、信託財産の代位（岩田新・信託法新論（1933 年）64
頁以下、永井壽吉「日本信託法要義（五）」信託集会所会報 17 巻１号 47 頁）、信託
財産の変形（上田啓次・信託制度とその利用（1956 年）73 頁。なお、上田・前掲
書 73 頁では、単に物上代位とも述べる。）、信託財産の物上代位性（入江真太郎・
全訂信託法原論（1933 年）271 頁以下、四宮・前掲書 175 頁、田中実・信託法入門（1992








佐・前掲書 63 頁、永井「前掲論文」47 頁）。
8）　細矢・前掲書 706 頁、青木・前掲書 199 頁、三淵忠彦・信託法通釈（1927 年）
96 頁以下、入江・前掲書 273 頁、来栖赳夫・信託法綱論（1939 年）134 頁以下、
永井・「前掲論文）」47 頁、四宮・前掲書 177 頁、田中・前掲書 93 頁、中野正俊・
信託法講義（2005 年）78 頁。
固定資産税の滞納によってなされた信託財産に係る賃料相当額部分に対する差押えの可否（富田）　171

























9）　四宮・前掲書 175 頁、松本＝西内前掲書 107 頁、田中・前掲書 93 頁。
10）　四宮・前掲書 180 頁、能見・前掲書 62 頁。
11）　中野正俊・信託法判例研究（2005 年）187 頁以下。

























































永井壽吉「日本信託法要義（二）」信託集会所会報 16 巻４号 33 頁以下、上田・前
掲書 43 頁）。栗栖・前掲書 164 頁以下では、信託の設定により第三者に対抗でき
ると主張する（同旨、中野・信託法講義 98 頁）。端的に、公示なくして第三者に
対抗できると説くものとして、四宮・前掲書 180 頁、大阪谷公雄・総合判例研究
叢書民法（22）191 頁以下、松本＝西内・前掲書 41 頁、田中・前掲書 91 頁。













19）　旧法 28 条の受託者の分別管理義務は、インド法 66 条、旧カリフォルニア法
2236 条を参照したようであり、信託法案の草案作成に先立つ７月 22 日会議メモ
に既に存し、大正７年８月５日の法案 10 条に定められていたという経緯がある





頁）。その後の推移としては（山田・信託法・信託業法 88 頁）、大正７年９月 19
日の法案 14 条は「信託財産ハ受託者ノ固有財産及他ノ信託財産ヨリ之ヲ分別スル
コトヲ要ス但シ格別ニ管理スルコト能ハサル場合其ノ他已ムコト得サル事由アル
場合ハ此ノ限ニ在ラス」とされ、大正７年 11 月１日の法案 22 条では、大正７年
９月 19 日の法案 14 条の条文に、「前項但書ノ場合ニ於テハ他ノ財産ト混和シタル
信託財産ニ付分別計算ヲ為スコトヲ要ス」という内容が追加された。また、大正
７年 10 月 20 日付「財産信託法」第 17 条２項では分別管理の例外として、金銭の
みを念頭に置いていたようである。大正８年８月 16 日の法案 31 条は、大正７年
11 月１日の法案 22 条と同内容であるが、大正８年 12 月９日の法案 30 条におい
ては、「信託財産ハ格別ニ管理スルコト要ス但シ信託財産カ金銭ノ他ノ代替物ナル
トキハ格別ニ其ノ計算ヲ明ニスルヲ以テ足ル」とし、金銭等の例外規定が設けら
れた。そして、大正 11 年２月 22 日の法案 28 条では、「信託財産ハ固有財産及他
ノ信託財産ト分別シテ管理スルコトヲ要ス但シ信託財産タル金銭ニ付テハ格別ノ
計算ヲ明ニスルヲ以テ足ル」と規定されるに至る。
20）　四宮・前掲書 219 頁以下、田中・前掲書 112 頁、松本＝西内・前掲書 177 頁、中野・







説くもの 21）、さらには旧法 20 条における管理の一内容であるという主張もあ


















































本評釈は、2018 年６月 16 日に法政大学において行われた判例研究会で報告したもので
あり、宮本健蔵先生をはじめ、参加された先生方からご批判とご教示を受けた。記してお
礼を申し上げます。
